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目的 
 

相模原市の地域経済を支える事業者は様々な経営上の問題点を抱えている。事業の継続的

な発展のためには、これらの問題点を解決していく必要がある。 

本景気観測調査では、特別調査として、「政策金利の引上げについて」、「令和６年度の採用状

況について」のアンケート調査を実施する。収集した情報は、事業者に提供するだけでなく、当所

としても事業者に対する効果的な支援策の立案に役立てるものである。 

 

アンケート調査概要 

調査期間 令和７年７月～令和７年９月 

調査対象 当所会員中小企業３，６８６事業所 

回答者数 ７２３件 回答率 １９．６％ 

 

回答者の属性 

業種別 

製造業, 

175

建設業, 

140

小売業・卸売

業, 105

飲食業・サービス業, 

243

その他の業種, 60

 
 

業種（細分類） 回答数 回答割合

製造業 175 24.2%

建設業 140 19.4%

小売業・卸売業 105 14.5%

卸売業 38 5.3%

小売業 67 9.3%

飲食業・サービス業 243 33.6%

飲食業 31 4.3%

運輸業 35 4.8%

情報通信業 14 1.9%

不動産業 40 5.5%

生活関連サービス業 19 2.6%

専門・技術サービス業 52 7.2%

その他のサービス業 52 7.2%

その他の業種 60 8.3%

合計 723 100.0%  
 

 景気観測調査 特別調査 
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会社組織 

          
 

代表者の年齢 

   
資本金額 

      
 

従業員数 
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７月８日、米国が日本への輸入品に対して、２５％の関税を８月１日から課すとしたことに関

連して、会員事業所の皆様の対応状況を調査しました。 

 

Ｉ．単純集計 
 

① 【質問Ｄ】今般の関税引き上げの影響について（n=723） 
 

１.現時点で自社への影響がある, 36

２.現時点ではないが、今

後、影響が及ぶことが見

込まれる, 235

３.分からな

い, 229

４.特にない（見込み

含む）, 209

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 
 

② 【質問Ｅ】質問Ｄで「影響がある」と回答した場合、米国関税措置に伴い、貴社において

既に生じている具体的な影響について（n=271、複数回答可） 
 

１.対米製品の売上減

少, 19

２.取引先・販売

先からの受注の

減少, 129

３.取引先・販売先からの受注価格

の引き下げ要請, 29

４.資金繰

りの悪化, 

34

５.人員採用計画の見

直し, 9

６.賃上げの見直し, 

41

７.人員削減, 5

８.設備投資計画（新

規・更新）の見直し・

縮小, 22

９.サプライチェーン（供給網）の混乱によ

る、原材料・部品等の調達難（調達先の…

10.為替の変動

等による仕入・

原材料価格へ

の影響, 84

11.先行き不安

に伴う国内消費

の冷え込み等に

よる売上の減

少, 97

12.その他, 14

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 
建設業 多岐にわたる会社を持っていることで、マイナスになる傾向が高まる。全体のバランスを考

慮して先に策を講じなければどこかで歪みがでます。 

建設業 鉄鋼、アルミの建材（ＬＧＳ、ファン、ダクト類）の原価上昇による利益ダウン、販売価格への転嫁

は限定的で収益悪化。今後半導体対象の場合、一部半導体クリーンルームからの工事自体がな

くなる可能性。 

建設業 取引先相手が米国なので、あまり気にしていない。 

小売業・卸売業 今後の景況不安による、消費マインドの冷え込み。 

飲食業・サービス業 人が集まらない、ガソリン代が高い、車両の値段が高い。 

飲食業・サービス業 荷主の販売不振の影響が出てくると、荷量が減り減収につながる。 

飲食業・サービス業 現時点では、具体的な影響はない。（今後３か月程度で、影響が現れると考えられる） 

飲食業・サービス業 事業の縮小を検討してます。 

飲食業・サービス業 テナントの各業界への間接的影響。 

飲食業・サービス業 将来的には影響があるかもしれないが、解らない。 

 

 

米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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飲食業・サービス業 今は具体的な影響は無し。 
飲食業・サービス業 製造業向け人材派遣事業を主軸としており、直接的な輸出入は行っていません。しかし、派

遣先企業の受発注状況や生産調整に影響が及ぶ可能性があるため、間接的な影響はあると

考えています。特に、米国関税の１５％引き上げにより、部品製造コスト増加・受注減少が派

遣需要に波及することが想定されます。 
飲食業・サービス業 主要取引先メーカーは輸出が伸びている印象。当社としては国内市場をメインに行っている

ので競合他社の高齢化などで比較的うまくやっている。関税措置で何らかの影響を受ける

と国内市場に人が溢れ当社にも波及する恐れがあります。 

 

 

③ 【質問Ｆ】質問Ｄで「影響がある」と回答した場合、米国関税措置の影響に伴う、貴社に

おける対応について（n=271、複数回答可） 
 

１.対米製品の値下げ

（価格上昇分を自社で

吸収）, 4

２.対米製品・サー

ビスの拡充・強化

による対策, 6

３.対米製品の生

産・販売の一時停

止, 6
４.在庫の積み増し, 0

５.米国への生産移管、生

産拠点設置等, 3 ６.米国以外の輸出・販売先の開拓, 8

７.国内

市場の

販売強

化, 31

８.サプライチェーン（供給網）の見直し, 11

９.輸出不振等に備えた運転資金の確保, 6

10.貿易保険等によるリスクヘッジ, 1

11.特に考えて

いない, 45 12.現時点では分か

らない, 146

13.その他, 

8

0% 20% 40% 60% 80% 100%

 
 

「その他」の回答の内容 
製造業 客先への価格転嫁。 

建設業 限定的な販売価格転嫁。 

小売業・卸売業 仕入価格が高騰した場合は、販売価格も値上げする予定。自社で吸収できるほど売り

上げ利益はないので、会社を存続させていくには仕入価格に連動して、販売価格も変

えるしかない。仕入れたものに対してはそのような対応するが、ガスに関する問い合

わせで、部品の交換等がないような場合で無償で対応できるところは、無償で対応

し、小さな修理等は、利益をのせずにお客様の負担にならない程度の金額で対応して

いく。 

飲食業・サービス業 販路の見直し（取引先の拡大）。 

飲食業・サービス業 長期的には、影響が少ないと考え、積極的な雇用を進めていく。 

飲食業・サービス業 他業種への転換。 

飲食業・サービス業 ＩＴの駆使、ＤＸ化の推進。 

飲食業・サービス業 売上のリスク分散のために、ロイヤルカスタマー戦略から、低価格?企業数増に方向転

換をすることを検討している。 

 
 

  

米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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④ 【質問Ｇ】米国関税措置に関連し、米国へ輸出・販売している取引先から、貴社に寄せら

れている要請等について（n=723、複数回答可） 
 

１.受注価格の値下げ, 16

２.受注

量の減

少, 47

３.受注の停止, 5

４.現時点では特に要請

等はない, 538

５.その

他, 27

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 
製造業 日産だからそもそも工場の廃止。 

製造業 猛暑による売上の減少。 

製造業 米国の動向。 

建設業 取引なし。 

建設業 受注減少の減少。 

建設業 輸出販売している取引先がない。 

小売業・卸売業 顧客からメキシコ、カナダ向製品の納期後倒し要請有。 

小売業・卸売業 特にアメリカへ輸出、販売にかかわる仕事ではないので、そのような要望はいまのと

ころない。 

飲食業・サービス業 実際に要請されることなく受注量が減少したり、価格が、据え置きになったりする。 

飲食業・サービス業 物価高。 

飲食業・サービス業 米国関税措置は我々の職業には直接の影響は無いと思う。 

飲食業・サービス業 サービス業なのでそれらの影響は、時間をおいて出るかもしれません。 

 
 

⑤ 【質問Ｈ】米国関税措置に関連し政府に期待する対応について（n=273） 
 

１.日米関税交渉の

早期合意（関税の引

き下げ）, 146

２.資金繰り、雇用継続、取引適正化等の各種支援制度の拡充, 93

３.設備投資・移転等への支援, 27

４.内需拡大に向

けた政策策定, 

139

５.適時適

切な情報

提供, 80

６.特に期待するこ

とはない, 209

７.その他, 

10

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 
製造業 材料単価の上昇。 

建設業 大幅な減税が必要。 

小売業・卸売業 関税に対して、政府からの詳しい内容を聞ける機会がないので、現時点では、今後ど

のような影響が出てくるのか、想像でしかないので、適時適切な情報を政府から提供

していただきたい。 

 

 

米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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小売業・卸売業 現政権では日々悪くなる一方です。１日も早く保守新政権の誕生を期待します。 

飲食業・サービス業 構想できる大臣や官僚の起用を求める。政権内閣が世界で通用する人材の起用を求

める。 

飲食業・サービス業 スタグフレーション。 

飲食業・サービス業 日本の未来をワクワクさせてください。 

飲食業・サービス業 アメリカとの貿易に依存し過ぎている現状を変え、世界各国との貿易を増やす努力を

継続していってもらいたいです。 

飲食業・サービス業 法人にかかる税率緩和、消費税の２割特例の期限撤廃。 

 
 

  

米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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ＩＩ．経営力向上に向けたアドバイス 
 

（１） 米国の関税引上げの影響についての分析 

 

① 【質問Ｄ】今般の関税引き上げの影響について 

 

もっとも多かったのが「２．現時点ではないが、今後、影響が及ぶことが見込まれる」で３

５％程度であった。次に多かったのが「３．分からない」という回答で、１／３を占めた。その次

は「４．特にない（見込み含む）」で３０%程度であった。 

業種別にみてみると、製造業では「２．現時点ではないが、今後、影響が及ぶことが見込ま

れる」の割合が最も多かった。建設業では、「分からない」がもっとも多く、その他の業種では

「特にない」が最も多かった。輸出は製造業が多いと思われるため、製造業で影響を懸念する

声が大きくなっている。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.現時点で自社への影響がある 15 5 4 12

２.現時点ではないが、今後、影響が及ぶことが見込まれる 74 42 32 87

３.分からない 56 51 31 91

４.特にない（見込み含む） 26 41 34 108
 

 

② 【質問Ｅ】質問Ｄで「影響がある」と回答した場合、米国関税措置に伴い、貴社において既

に生じている具体的な影響について（複数回答可） 

 

 もっとも多かった回答が「２．取引先・販売先からの受注の減少」で１／４強に達し、次に挙

がったのが「１１．先行き不安に伴う国内消費の冷え込み等による売上の減少」で２割程度で

あった。その次が「１０．為替の変動等による仕入・原材料価格への影響」で１６%であった。 

業種別にみてみると、製造業では「２．取引先・販売先からの受注の減少」が最も多く、建

設業は「１０．為替の変動等による仕入・原材料価格への影響」、その他の業種では「１１．先行

き不安に伴う国内消費の冷え込み等による売上の減少」が多かった。 

製造業では、輸出減少などの直接的な影響が懸念され、建設業は逆に輸入への影響を不

安視している。その他の業種では間接的な景気へのマイナスを心配する声が多い。 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.対米製品の売上減少 14 0 1 4

２.取引先・販売先からの受注の減少 68 9 13 39

３.取引先・販売先からの受注価格の引き下げ要請 12 3 5 9

４.資金繰りの悪化 11 6 3 14

５.人員採用計画の見直し 1 2 0 6

６.賃上げの見直し 14 9 3 15

７.人員削減 0 0 1 4

８.設備投資計画（新規・更新）の見直し・縮小 5 7 4 6
９.サプライチェーン（供給網）の混乱による、原材料・部品等の調達難（調達

先の変更） 8 6 4 14

10.為替の変動等による仕入・原材料価格への影響 16 23 16 29

11.先行き不安に伴う国内消費の冷え込み等による売上の減少 24 14 16 43

12.その他 1 2 1 10  
 

 米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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③ 【質問Ｆ】質問Ｄで「影響がある」と回答した場合、米国関税措置の影響に伴う、貴社にお

ける対応について（複数回答可） 

 

最も多かったのが「１２．現時点では分からない」が半数強を占めた。次に多かったのが

「１１．特に考えていない」で１８％、その次が「７．国内市場の販売強化」で１２％、「８．サプラ

イチェーン（供給網）の見直し」で４％であった。 

業種別では、製造業では、「７．国内市場の販売強化」に取り組もうとする事業者が多く

見られるようである。それ以外の業種では、様子見の事業者が多い。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.対米製品の値下げ（価格上昇分を自社で吸収） 3 1 0 0

２.対米製品・サービスの拡充・強化による対策 5 1 0 0

３.対米製品の生産・販売の一時停止 4 0 0 2

４.在庫の積み増し 0 0 0 0

５.米国への生産移管、生産拠点設置等 2 1 0 0

６.米国以外の輸出・販売先の開拓 6 1 1 0

７.国内市場の販売強化 24 0 3 4

８.サプライチェーン（供給網）の見直し 5 2 0 4

９.輸出不振等に備えた運転資金の確保 3 1 2 0

10.貿易保険等によるリスクヘッジ 1 0 0 0

11.特に考えていない 11 11 6 17

12.現時点では分からない 40 29 17 60

13.その他 2 1 0 5  
  

④ 【質問Ｇ】米国関税措置に関連し、米国へ輸出・販売している取引先から、貴社に寄せら 

れている要請等について（n=723、複数回答可） 

 

「４．現時点では特に要請等はない」と回答した事業者が最も多く９割弱を占めた。２番

目は「２．受注量の減少」の７％程度で、それ以外の回答はほとんど無かった。取引先も様

子見の企業が大半のようである。 

 業種別にみてみると、製造業では、取引先からの「２．受注量の減少」が１割以上の事業者

で見られている。それ以外の業種では特に現状では何も動きはないようである。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.受注価格の値下げ 7 1 2 6

２.受注量の減少 25 3 5 14

３.受注の停止 3 1 0 1

４.現時点では特に要請等はない 129 105 71 233

５.その他 2 7 4 14  

 

  

 

米国の関税引上げの影響について 

 

査 

 
 



 
 
 

 

33 
 

 

⑤ 【質問Ｈ】米国関税措置に関連し政府に期待する対応について（n=273） 

 

「６．特に期待することはない」という回答が最も多く３割を占めた。２番目に多かったの

が「１．日米関税交渉の早期合意（関税の引き下げ）」で２割強、その次が「４．内需拡大に向

けた政策策定」で２割、「２．資金繰り、雇用継続、取引適正化等の各種支援制度の拡充」で

１２％程度であった。やはり、直接的に交渉で状況を打開してほしいという期待が大きい。 

業種別にみてみると、製造業では「１．日米関税交渉の早期合意（関税の引き下げ）」が多

いが、その他の業種では「４．内需拡大に向けた政策策定」も多い。 
 

製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.日米関税交渉の早期合意（関税の引き下げ） 43 26 20 57

２.資金繰り、雇用継続、取引適正化等の各種支援制度の拡充 30 18 8 37

３.設備投資・移転等への支援 14 2 1 10

４.内需拡大に向けた政策策定 30 31 19 59

５.適時適切な情報提供 20 13 6 41

６.特に期待することはない 36 43 43 87

７.その他 1 1 1 7  

  

米国の関税引上げの影響について 

 

査 
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（２） 全国の状況との比較 
 

① 日本商工会議所による調査 

日本商工会議所が２０２５年８月に行った「米国関税措置の影響」によると、「現時点で影

響がある」および「今後影響が及ぶことが見込まれる」という回答が合わせて２５％を占め

たが、２０２５年５月の同様な調査の結果（３８％）よりは減少している。具体的な影響として

は、「取引先・販売先からの受注の減少」を上げる事業者が４５%に上った。 

当市と比較すると、当市では「現時点で自社への影響がある」という回答は３８％程度に

なり、全国に比べると影響が大きい。自動車や輸送機器の企業と取引先をしている企業が

多く立地しているためと思われる。具体的な影響の内容は当市でも「取引先・販売先からの

受注の減少」が最も大きく全国と同様であった。 
 

 

 
出展：日本商工会議所 「商工会議所ＬＯＢＯ」結果、２０２５年８月 
https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2025/08/LOBO202508.pdf  

 

   対応策としては、全国では「分からない」「考えていない」を除くと「国内市場の販売強化」が

多く、当市と同様な傾向である。取引先からの要請も「現時点では特にない」が大半であるが

それ以外では「受注量の減少」で、やはり当市と同様な傾向となっている。 

 
 

 米国の関税引上げの影響について 

 

査 

 
 

https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2025/08/LOBO202508.pdf
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出展：日本商工会議所 「商工会議所ＬＯＢＯ」結果、２０２５年８月 
https://cci-lobo.jcci.or.jp/wp-content/uploads/2025/08/LOBO202508.pdf  

 
 

 ②日本貿易振興機構（ジェトロ）による調査 

ジェトロが２０２５年９月に実施したアンケートによると、以下の様な結果が得られている。 

◼関税コストへの懸念は続く（P３）❖米国の関税措置が米国市場での競争力に与える影響

は「関税に関わるコストにより、競争力が低下する」が４９．６％と最多で、トランプ政権発足

前より高い関税水準が続くことを懸念。「影響不明・判断できない」も４７．０％に達し、まだ

影響を見極められない企業も多い。「他国製品よりも相対的な関税負担が軽くなり競争力

上昇」は４．７％にとどまった。 

◼対応策は「現状維持」が最多（Ｐ４）❖関税措置への対応は、価格を含む取引条件などの「現

状維持」が４８．０％と最も多かった。「価格転嫁」は３７．７％で、４月調査時とほぼ同水準だ

った。「関税上昇分のコスト吸収・削減」は１４．８％と４月調査時から半減。 

◼価格転嫁の先行きは不透明（Ｐ５）❖回答者のうち、実際に「価格転嫁した／できる見込

み」と答えたのは９．６％にとどまった。４８．５％は実際に「価格転嫁できるか不明」と答え、

価格交渉の見通しは不透明な状況。「価格転嫁できなかった／できる見込みは低い」との回

答も２．９％あった。 

◼調達先・生産地、販売先の新規開拓候補はＡＳＥＡＮ・インドが筆頭に（Ｐ６－７）❖新たな調

達先・生産地、ならびに販売先の具体的候補としては、ＡＳＥＡＮ諸国やインド、ＥＵが多く挙

がる。 

◼複雑化する関税措置への対応が依然として課題に（Ｐ８－９）❖多様化・複雑化する関税措

置の仕組みや関税率の正確な把握が依然として大きな課題に。特に多国間にまたがるサプ

ライチェーンを持つ企業にとって関税影響の把握が困難に。こうした状況の中、企業は日本

政府・ジェトロに求める支援として「関税措置等の最新情報に関するアップデート」を引き続

き重視。 

出所： 「米国トランプ政権の追加関税に関するクイック・アンケート調査結果第２弾」 
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/n_america/us/trump2_administration/survey20250904_v2.pdf 

  

米国の関税引上げの影響について 
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（３） 米国の関税引上げの概要 

 

① 第２次トランプ政権発足以降の米国の輸出管理の動き 

米国が設定した相互関税の概要は以下の通りである。 

１） 米国東部時間４月５日午前０時１分から、実質的に全ての国・地域から輸入されるほぼ 

全ての品目に一律１０％のベースライン関税適用（既存（４／５より前）の関税率＋１０％）。 

２） ４月９日午前０時１分から、５７カ国・地域に対してはそのベースライン関税をそれぞれ 

設定した関税率まで引き上げられたが、４月１０日午前０時１分から、引き上げが一時停止。  

３） 米東部時間８月７日午前０時１分から大統領令（７月３１日）附属書１（Ａｎｎｅｘ Ｉ）に 

列挙した６９カ国・地域について、それぞれ設定した関税率まで引き上げ。 

４） 日本に対する相互関税率は、７月２２日の日米合意を経て、最終的に１５%と設定。 

５） 中国には報復合戦を経て４月１０日以降、１２５％が課されていたが、両国協議を経て５月１４日

以降は当初の３４％に引き下げつつ、うち１０％のみ適用。残り２４％は１１月１０日まで適用停止

（大統領令（５月１２日）、大統領令（８月１１日）） 

 

② 相互関税の対象外品目 

◼カナダまたはメキシコ産品：両国に対しては３月４日以降賦課している、不法移民や違法麻

薬フェンタニルの流入を理由とした国際緊急経済権限法（ＩＥＥＰＡ）に基づく追加関税を課し

ている間は、相互関税は適用されない。なお、８月１日から、ＩＥＥＰＡに基づくカナダ産品への

関税率は３５%へ引き上げられた（エネルギー製品など一部対象外品目を除く）。 

◼ １９６２年通商拡大法２３２条で追加関税対象の鉄鋼・アルミニウム製品、自動車・同部品、

銅製品 

◼将来２３２条関税の対象となる可能性のある全ての品目 

◼大統領令（４月２日）の附属書２に列挙されている医薬品、半導体、木材製品、重要鉱物、エ

ネルギーおよび関連製品など※４月５日に遡及してスマホ等を対象外に追加 

◼寄付品など、出版物などの情報資料 

◼ベラルーシ、キューバ、北朝鮮、ロシアの産品 

◼（製品の米国産部分のみは適用対象外に）製品の価値の２０％以上が米国原産の品目 

◼（１０%のベースライン関税を超える部分のみ適用対象外に）８月７日より前に船積みされ、

１０月５日より前に米国で通関または消費のため倉庫から引き出された品目 

 

③ 相互関税の対象（約７０ヶ国） 

 
 ※ 日本の相互関税率は２５%と設定されていたが、１５%に引き下げられた。 

  

米国の関税引上げの影響について 
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 ④ 日米関税合意（７月２２日）の概要 

 トランプ大統領は米国時間７月２２日、日本との関税協議で合意に至ったと表明。日本政府も

日本時間７月２３日、合意を発表。日本の相互関税率は７月３１日の大統領令で１５％に引き下げ

（８月７日～）決定。トランプ政権は、米国の対日輸出と日本の対米投資の拡大とあわせて、新た

な関税枠組みは日米貿易に均衡をもたらすのに役立つと評価。 

 
出所： 日本貿易振興機構（ジェトロ） 特集：米国関税措置への対応 

https://www.jetro.go.jp/world/us_tariff/ 

 
 

（４） 米国の関税引上げの影響に対する対策のための支援施策について 

 

① 国が実施する支援策について 

 

国では、米国関税による影響を受ける中小企業のために、以下の様な相談窓口や支援策を用

意しています。 

日本貿易振興機

構（ジェトロ）  

米国関税措置に関する最新・詳細な情報（国別、品目別など）をホームページな

どで提供し、企業からの相談窓口も設置している。 

詳しくは 

特集：米国関税措置への対応 
https://www.jetro.go.jp/world/us_tariff/ 

経済産業省  関税措置に対する情報提供と共に、①特別相談窓口の設置、②資金繰り支

援、③経営課題への伴走支援、④雇用維持への支援、⑤電気・ガス料金支

援、ガソリン等の価格抑制、⑥中小企業向け補助金の優先採択、を行って

いる。更に、自動車部品サプライヤーの事業転換の支援なども実施。 

詳しくは 

米国関税対策ワンストップポータル 
https://www.meti.go.jp/tariff_measures/  

米国関税対策相談窓口一覧 
https://www.meti.go.jp/tariff_measures/soudan.html#list02  

経済産業省 「ものづくり補助金」「中小企業新事業進出補助金」の審査時において、米

国の追加関税措置により大きな影響を受ける事業者様については審査時

に考慮されます。 

 
 

米国の関税引上げの影響について 
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② 神奈川県が実施する支援策について 

神奈川県でも、米国関税による影響を受ける中小企業のために、以下の様な相談窓口や支

援策を用意しています。 

 

相談窓口 

資金繰り支

援 

県金融課に「米国関税措置等に伴う中小企業向け特別相談窓口」を設置 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m6c/prs/r7677951.html 

「米国関税及び日産自動車生産縮小の影響を受ける県内中小企業向け支援

施策リーフレット」を提供 

https://www.pref.kanagawa.jp/documents/123710/1006leaflet.pdf   

 
相談窓口 よろず・ワンストップ相談窓口 （公益財団法人神奈川産業振興センター（ＫＩ

Ｐ））で「米国自動車関税措置等に伴う特別相談窓口」を設置し対応 

https://www.kipc.or.jp/business-support/management/  

 

  

米国の関税引上げの影響について 
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コンプライアンスは、企業活動を行う上で経営者、従業員ともに知っておくべき内容の一つ

です。重大な違反が発生してしまうと企業は法的な制裁や経済的な損失、信頼の失墜といった

深刻な影響を受ける恐れがあります。そこで、会員事業所の皆様の対応状況を調査しました。 

 

Ｉ．単純集計  
 

① 【質問Ｉ】貴社のコンプライアンス教育の対象について（n=732、複数回答可） 
 

１.役員への研修, 

336

２.正社員への

研修, 543

３.非正規社

員への研修, 

161

４.その他, 

103

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 

製造業 従業員全員との機密保持契約書締結。 

製造業 全体の２／３を占める建築材料、車両部分が悪く、この先不明。 

製造業 特に行っていません。 

製造業 役員含む全社員。 

製造業 派遣社員も含めて全社員を対象としてコンプライアンス教育を実施してい

る。 

製造業 役員、正社員、非正社員の全員に教育している。 

製造業 コンプライアンスの研修は一部役職者に行ったものの、全職員には行ってい

ない。 

製造業 各課でコンプライアンスについて教育を行っている。 

製造業 コンプライアンス対象者は、１．２．３．全ての社員を対象としています。 

建設業 教育はなし。 

建設業 現時点では、代表のみ教育対象です。建設現場では、コンプライアンスはほぼ

分かっておりません。現場作業員のことです。 

建設業 役員・従業員・非正規社員すべての従業員への教育を実施。 

小売業・卸売業 人数が少なく、風通しが良いと思っています。特に必要性を感じておりませ

ん。 

小売業・卸売業 研修そのものは行わず全役職員ＯＪＴによる教育実施。 

小売業・卸売業 社員がいないため、社員研修等は行っていないが、パートさんへは、その都

度気がついたことがあれば伝えている。 

小売業・卸売業 全社員への研修 

飲食業・サービス業 個人経営であり、アルバイト含めた従業員も居ないので、教育対象者は居な

い。 

飲食業・サービス業 考えていない。 

飲食業・サービス業 すべての社員及び外注先。 

飲食業・サービス業 役員，従業員など全社員。 

飲食業・サービス業 特別にはしてない。個人の常識範囲。 

 コンプライアンス教育の状況について 

 

査 
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飲食業・サービス業 特別な教育は実施していません。 

飲食業・サービス業 全員への研修。 

飲食業・サービス業 自己規律の維持。 

飲食業・サービス業 役員や従業員の日々のコミュニケーション 

飲食業・サービス業 役員、正社員、非正規社員への資料配布。 

飲食業・サービス業 役員、従業員、パート、アルバイト関わらず研修の履行。さがみはら SDGsパ

ートナーの為。 

飲食業・サービス業 役員、従業員、委託者など関係するもの全員へ教育。 

飲食業・サービス業 全員。 

飲食業・サービス業 全員が対象。 

飲食業・サービス業 経営層、管理職、派遣スタッフ全員を教育対象としています。特に、派遣契約

や労働法規に関するコンプライアンス事項を全員が理解していることを重視

しています。 

 
 

② 【質問Ｊ】貴社のコンプライアンス教育の内容について（n=732、複数回答可） 
 

１.個人情報の取り扱

い, 384

２.会社の機密

情報の取り扱

い, 312

３.パワハラ等社

内のハラスメン

ト, 275

４.職場の心理的安全性, 160

５.カスタマーハラスメントへの対応, 

127

６.安全管理, 

309

７.インテグリティ

教育, 19

８.コンプライアンス教

育を実施していない, 

101

９.家族経営のた

め、教育は必要な

い, 42

10.その

他, 14

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 

製造業 社規定を各部署に設置しいつでも見られる環境。 

製造業 特に行っていません。 

建設業 
人数が少なく、風通しが良いと思っています。特に必要性を感じておりませ

ん。 

飲食業・サービス業 セクシャルハラスメント。 

飲食業・サービス業 

一人企業であり、特にコンプライアンスやガバナンス‥等について、計画的な

学習を行っている訳ではありませんが、注意が必要と感じた案件につきまし

ては、調査を行った上で対応することを心掛けています。 

 

  

コンプライアンス教育の状況について 
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41 
 

 

③ 【質問Ｋ】貴社におけるコンプライアンスの最高責任者について（n=732、複数回答可） 
 

１.社長、ＣＥＯ, 501

２.副社長等の上級役員, 48

３.法務部長等の該当部署の上長, 26

４.責任者

はいな

い, 88

５.その他, 15

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 

「その他」の回答の内容 

製造業 Ｇｒ会社の組織あり。 

小売業・卸売業 代表者。 

小売業・卸売業 社員全体。 

飲食業・サービス業 個人経営であり、私自身が最高責任者です。 

飲食業・サービス業 店長。 

飲食業・サービス業 代表社員。 

 

 

 

  

コンプライアンス教育の状況について 
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42 
 

 

ＩＩ．経営力向上に向けたアドバイス 
 

（１） コンプライアンス教育の状況についての分析 

 

① 【質問Ｉ】貴社のコンプライアンス教育の対象について（n=732、複数回答可） 

 

もっとも多かった回答は「２．正社員への研修」で半数を占めた。２番目に多かったのは、

「１．役員への研修」で３割、その次は「３．非正規社員への研修」で１５％であった。正社員のほ

か役員への教育も重視している事業者が多い。 

業種別にみてみると、パート社員が多い小売業・卸売業では相対的に役員への研修割合が

多くなっているが、それ以外の業種では正社員が中心になっている。 

 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.役員への研修 51 46 29 105

２.正社員への研修 108 82 39 157

３.非正規社員への研修 16 14 15 58

４.その他 11 12 18 31
 

 

 

② 【質問Ｊ】貴社のコンプライアンス教育の内容について（複数回答可） 

 

最も多かった回答は「１．個人情報の取り扱い」であり、２割強であった。２番目に多かった

のが「２．会社の機密情報の取り扱い」が２割弱で、その次が「６．安全管理」で１８％。「３．パ

ワハラ等社内のハラスメント」で１５％であった。情報流出を重視する企業の割合が多い。 

 業種別にみてみると、Ｂ２Ｃ業種である小売業・卸売業と飲食業・サービス業では「１．個人

情報の取り扱い」が重視されている。顧客と接する飲食業・サービス業では「３．パワハラ等

社内のハラスメント」も重視されている。安全管理は建設業で多い。 

 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.個人情報の取り扱い 89 66 48 181

２.会社の機密情報の取り扱い 82 51 35 144

３.パワハラ等社内のハラスメント 74 48 30 123

４.職場の心理的安全性 37 33 18 72

５.カスタマーハラスメントへの対応 16 15 20 76

６.安全管理 85 84 32 108

７.インテグリティ教育 3 4 2 10

８.コンプライアンス教育を実施していない 24 29 15 33

９.家族経営のため、教育は必要ない 7 2 12 21

10.その他 3 1 4 6  
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③ 【質問Ｋ】貴社におけるコンプライアンスの最高責任者について（複数回答可） 

 

最も多かった回答は「１．社長、ＣＥＯ」であり、３／４程度であった。２番目に多かったのが

「４．責任者はいない」の１２%程度で、その次が「２．副社長等の上級役員」で８％であった。 

 業種別の傾向の違いはほとんど見られなかった。 

 
製造業 建設業 小売業・卸売業 飲食業・サービス業

(n=175) (n=140) (n=105) (n=303)

１.社長、ＣＥＯ 127 107 69 198

２.副社長等の上級役員 13 9 3 23

３.法務部長等の該当部署の上長 6 1 2 17

４.責任者はいない 20 16 14 38
 

 

（２） 全国の状況との比較 

 

 企業が絡むコンプライアンス（法令順守）に関する問題が相次いで表面化した２０２３年１０月

に株式会社東京商工リサーチが実施したアンケート調査によると、取引先のコンプライアンス違

反が判明した際、「取引の打ち切りや縮小を検討する」との回答が３２．４％に達した。３社に１社

が取引中止を含む対応を検討すると回答し、「違反に対する社会の視線はますます厳しくなっ

ている。 

そのような状況を背景に、自社のコンプライアンス遵守について、何らかの取り組みを行っ

ている企業は大企業が９６．３％、中小企業は７７．８％だった。大企業は、コンプライアンスの意

識付けがかなり進んできているが、中小企業はまだまだ整備が必要な段階にあることがわか

った。 

取り組み内容では、最多は「社内規則、業務マニュアル・ガイドラインの改訂」の５０．０％（２，

５８８社）、次いで、「社内研修の開催やｅ－ラーニング受講環境の整備」２９．３％（１，５１７社）、

「社内通報窓口の設置」２７．６％（１，４３３社）、「従業員への定期的なヒアリング」２７．３％（１，４

１５社）の順となった。「特に取り組んでいない」は１９．６％（１，０１８社）である。 

 

出展：株式会社東京商工リサーチ、「「コンプライアンス違反」は「取引見直し」が３社に１社～ 

コンプライアンスに関するアンケート調査 ～」 ２０２３年１０月 
https://www.tsr-net.co.jp/data/detail/1198077_1527.html  
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（３） コンプライアンス教育に役立つ支援策について 

 

中小企業やその社員が遵守すべきコンプライアンスの規範は、情報管理、ビジネス規範、法

令遵守、人権など多様な側面がある。 

 

③ 国が実施する支援策について 

国の多様な機関において、中小企業にコンプライアンスを啓発するための情報提供を 

行っている。 

 

提供元 内容 

J-net21 

（経済産

業省） 

従業員のコンプライアンス違反に対して経営陣が気をつけておくべきこと

と、効果的なコンプライアンス教育についての情報提供 

詳しくはこちら 
https://j-net21.smrj.go.jp/qa/org/Q1519.html  

中小企業

庁 

「企業に求められる情報モラル」 

個人情報の保護や情報発信、セキュリティやＡＩの活用についてのモラルに

ついて解説している。 

詳しくはこちら 

https://www.chusho.meti.go.jp/soudan/jinken_pamf/download/j_moral.pdf  

公正取引

委員会 

「実効的な独占禁止法コンプライアンスプログラムの整備・運用のためのガ

イド」 

詳しくはこちら 

https://www.jftc.go.jp/dk/250620_compliance_guidegaiyou.pdf  

法務省 「企業における人権研修～企業の人権研修担当の方々へ～」 

職場におけるハラスメントなどに対する研修や教材の情報を提供 
https://www.moj.go.jp/JINKEN/jinken04_00188.html 
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相模原商工会議所がセミナーや事業を開催する場合、活用したい事業について 

（n=723、３つまで回答） 
 

１.経営講演会・セ

ミナー, 241

２.経営革新に

関する相談・指

導, 88

３.融資の相談、情

報の提供, 145

４.販路開拓や自社PRの

ための交流会, 102

５.事業所個別診

断・指導, 28

６.共済の相談、情

報の提供, 30

７.ＩＴ化の相談・指

導, 45

８.会員親睦事

業, 58

0% 20% 40% 60% 80% 100%
 

 
 

以上 

 参考調査 


